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はじめに 一タイにおけるインフォーマルコミュニティの環境整備について

近年、地区・コミュニティレベルでの環境整備の分野では、トップダウン型の公的政策の限界が

明らかになる一方で、地域主体や、さまざまなNPO 、NGO による参加型の方法が試みられている。

それは、①プラン重視の新規開発からプロセス重視の持続型開発へ、②パッケージ型事業からオー

タナティブな選択型事業へ、③公共主導のハード整備重視から、マイクロクレジットに見られるよ

うな住民のインセンティブを活かしたエンパワーメント・イネーブル政策重視へ、という変化とし

て現象している。また、④対象となる事業も道路、住宅のようなハードな環境整備に加えて福祉、

起業、地域活性化など幅広くソフト面を組み込んだ生活全般の改善へと多様化している。その具体

的な展開過程は、行政制度、都市化の状況、地域社会の構成や担い手である開発主体の役割等によ

り、各地域ごとに異なるが、興味深いのは、当事者である地域主体によるポトムアップ型へという

傾向が南北を問わず世界的に通底していることである。

本稿でとり上げた、タイ・アユタヤのコミュニティネットワークの活動と、各コミュニティの自

立的な環境改善の試みは、地域性に依拠すると同時に、一方でこうした運動的な展開のひとつのプ

ロトタイプとなる可能性を有している。

タイにおけるスラムコミュニティ政策は、開発が進む他の諸国と同様の経過を辿ってきた(1)。60年

代からの初期段階における公共主導の強制撤去と公共住宅建設との併行期間を経て、70年代には第

二段階として公的主体が基盤整備を行い、移住した住民が与えられた敷地に住宅を建設するサイト

アンドサービスや、土地所有者とスラム住民が土地を分有するランドシェアリングなどが進められ

てきたが、いずれも都市全域に膨張・拡大するスラム・スクウオックーを前にして、公共施策とし

ては限界があり、財政的な負担も大きく、期待された成果は上がらなかった1)。こうした、公共主導

の限界と、アリンスキー2)による社会的な統合を目的とする自立的な運動論との折衷として80年代

以降、地域リソースヘのイネーブリングアプローチが検討されるようになる。90年代に入り、政治

体制における民主化、地方分権化の流れを背景に、従来のスラム対策を見直す中で、グループ組織

を対象にしたグラミン銀行( バングラデシュ)、コミュニティが抵当責任を負うCMP( フィリピン)
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など、周辺諸国のクレジット融資事業に倣いつつイネーブリング・エンパワーメント施策が1992年、

第7 次全国総合開発計画のもとに打ち出される。政府からの当初資金12.5億パーツ（約60億円）に

よってUCDO （UrbanCommunityDevelopmentOffice ）が、NHA （NationalHousingAuthority ）

の管理下で設置され、低所得者層が組織した貯蓄グループを対象とした、いわば「統合型マイクロ

クレジット」が、公共政策として開始された。UCDO

は2000年発展的に改組されCODI(CommunityOrganizationDevelopmentInstitute ）と

なったが(2）貯蓄グループやコミュニティ、さらにはこれらのネットワーク組織化を対象に、住宅建

設をはじめ住民の生活自立につながる資金の貸付を行い、各種の情報の提供、訓練プログラムへの

参加の促進を支援する活動を担っている。

本稿ではイ）CODI によるコミュニティネットワークの組織化、ロ）アユタヤコミュニティの実

態、ハ）住環境整備を主としたネットワークの展開、ニ）ネットワーク活動の他地域の事例との比

較、をもとにホ）コミュニティのネットワーク化による計画方法について考察する。

1.CODI の 活 動 と ネ ッ ト ワ ー ク 化 の 展 開1

－1.UCDO からCODI へCODI

の関係する貯蓄グループのカバーする範囲は51県で、全国 の都市貧困コミュニティの約半

数にお よぶ。CODI の基金 は、前身であるUCDO の17 億パーツ、農村基金6 億パーツ、宮沢ファン

ド(3)2.5億パーツ、新たな政府からの基金2.5億パーツ等を合計すると3□ 億パーツになる。CODI は

これまで、資金の貸付や情報の提供等を通じて、全国の1,273のコミュニティで貯蓄グループの設立

やそのネットワーク化などを支援してきた。1997 年のバブル崩壊後、2000 年に成立した新たな法律

の もとで、農村コミュニティの開発基金と併合しCODI となった。組織的な特徴として、活動にお

ける独立性 の確保がある。CODI に改組した後でも組織の役員構成 は、議長1 名、政府機関代表4 名、

住民代表3 名、学識者2 名 と事務局長の計H 名で構成されている。

1－2.CODI の活動内容

クレジット融資の対象は主に、組織化されたグループ貯蓄（コミュニティ貯蓄活動）の実績を担

保にした回転資金の貸付けや土地取得・住宅建設の貸付けであるが、これに限らず融資の対象には

起業活動など生活全般の改善も含まれている。

スラム・スクウオッター地区の環境改善・再定住地事業では、NHA と協同することも多い。この

場合基本的にはNHA が基盤整備を分担し、CODI は貯蓄グループ（信用組合、協同組合を組織する

場合もある）を対象として基金を元にした融資を行う。

融資を希望する住民は、組織化された貯蓄グループを媒介することが求められ、次のような条件

のもとにローンを組むことになる。

① 原則として、25名以上により貯蓄グループを形成することが求められる。貯蓄組合は5 人以
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上のメンバーによる委員会を設置する。そして貯蓄活動を最低6 ヶ月続けると、組合として認め

られ、基金からの低利融資を受けられる( 手続の簡素化)。

② 融資限度は基本的に貯蓄総額の10倍を限度としている。この額は、通常住宅の建設等に当て

るには不足するが、CODF との契約実績を基に、市中銀行等から融資をうけることが可能となる(

公的融資による信用の拡大)。

③ 地区の計画や施設整備は基本的にコミュニティが主体となって策定する。その際、行政基準

に基づく宅地開発規制が緩和されるヶ－スもある( 住民主体の計画策定)。1998

年まで、融資は借金返済等の回転資金ローン(Revolvingfundloans) 、事業・所得創出ロー

ン(Incomegenerationloans) 、強制撤去などに対する土地、住宅の取得を図る土地・住宅開発ロー

ン(Housingdevelopmentloans) 、住宅改善ローン(Housingimprovementloans) の4 つのローン

であったが3)、1999年には新たに貯蓄グループやコミュニティ間で組織されたネットワークを対象

にした回転ローン(Revolvingnetworkloans) 、コミュニティ起業ローン(Communityenterpriseloans)

、経済危機からの回復を図る宮沢ファンドが加えられた(表一1)4,。また、環境改善プログラ

ムUCEA(UrbanCommunityEnvironmentalActivities) 事業<4)や社会投資基金(SocialInvestmentFund)

事業(5)など政府やNGO のプログラムの導入や事業の実施を支援している。2000

年までのローンの累積では土地・住宅開発ローンが最も大きい。これと住宅改善基金の合計は

全体の57.3％に達している。また宮沢ファンドや所得創出基金のように経済基盤の回復を目的とす

る基金の拡大も目立つ。

表－1CODI の各貸付ローンの累積( 単位:百万パーツ)

金利（％） 1996年まで 1998年まで 2000 まで

土 地 ・ 住 宅 開 発 3and8 343.33 424.01 470.32

住 宅 改 善 8 44.84 102.99 110.93

事 業 ・ 所 得 創 出 8 109.32 163.25 200.86

回 転 資 金 10 45.59 73.80 79.95

ネットワーク回転資金 4 5.39

コミュニティ起業資金 4 18.22

銀 行 担 保 資 金 変動 0.50

回 復 資 金 1 3.41

宮 沢 フ ァ ン ド |～2 124.05

資料:UCDOUpdate2000

CODI の金利は、インフレーションによる年別の金利変動を考慮するとやや低い割合といえる。

ローンごとの金利は、個別の融資の方がグループ全体に対する融資よりも高くなるように設定して

いる。強制撤去対策の土地・住宅開発ローンは、融資額が6 千米ドル以下は3 ％、それ以上は8 ％で

ある。
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貯蓄グループは、通常、金利（2～->％）を上乗せし、市場金利に近づけて融資を申請した住民に

分配する。上乗せ分は、コミュニティの福祉活動、住環境整備、ネットワークの運営管理費等とし

て蓄積するが、返済が困難な会員のローンを肩代わりすることもある。

融資に際して、住宅ローンの場合は取得対象の土地および建物が担保となるが、その他は貯蓄グ

ループや所属するコミュニティの保証と預金通帳が担保となる。

強制撤去を受け再定住地の確保を必要としている貯蓄グループやコミュニティでは、土地・住宅

開発ローンが優先するが、一般的には融資は回転ローン、事業・所得創出ローンから始め、次いで

住宅関連の融資を受けるプロセスを経る。土地・住宅開発ローンは、住民によるコミュニティの管

理・維持や基盤整備の効率性を考慮し、対象とするコミュニティの規模を、原則としてloa～200世

帯に設定している。その際、融資額がおよそ150万パーツ以上の場合は、コミュニティ、NHA 、銀行、

専門家、CODI で構成されるローン委員会が審査する4)。

1 －3 ．活動の展開－ネットワーク化1997

年から1998年にかけて、バブルの崩壊による経済危機のあおりを受け、返済が困難になるコ

ミュニティが続出した。その時点でCODI では、当面の課題として次の4 点をあげている。

① ローンが最下層の住民に届いていない。返済能力を高めるためのコミュニティによる担保条

件が最貧困層の居住者への融資を困難にしている。

② コミュニティ組織による運営能力や知識の不足から、広範な参加が得られていない。依然トッ

プダウン型の事業展開が継続している。

③ 実績をあげるために促進した短期間の準備による貯蓄グループの形成と、これに基づいた融

資の実施は、コミュニティによる返済・管理を困難にしている。

④ 居住環境整備事業の実施上の課題として、インフラなど公的施設の整備不足、住民の負担を

超えた過剰な整備の実施、事業運営能力の不足、再定住地への移住の遅れが指摘される。CODI

では融資業務や運営体制の見直しを行い、返済能力の向上を図り、コミュニティのインセン

ティブを重視することから、各コミュニティ内で組織された貯蓄グループをメンバーとしたネット

ワーク化を支援し、これを対象に融資をはじめた。情報提供、技術支援を通じて、同地域や都市内

で貯蓄グループを結びつけると共に、新たに設立したネットワーク回転基金により、活動のための

基金づくりを支援している。

ネットワークでは、関係者による独立した委員会を設置して運営を行う。各ネットワークは目的

に応じて組織化され、貧困層のコミュニティが必要とする生活自立のためのさまざまなプログラム

（米に関する生産－消費過程や、観光物産などの生産―販売過程の一元化等）に関与している。CODI

の支援により6 百以上の貯蓄グループが全国各都市でネットワークを形成し、2001年9 月現

在103団体を数える。

ネットワークの形成についてCODI は、最初は小さく、そしてルーズな関係を構築するところか

ら始め、定期的な集まりを持ち、グループ相互の交流を通じて次第に組織を強化し、協同する運動
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体へと拡大するといった段階的なプロセス重視の展開を支援している・I)。なお、本稿ではアユタヤに

おけるCODI に支援されたネットワークについて紹介しているが、コミュニティによるネットワー

クについてはCODI に限らず、さまざまなNPO 、NGO が支援して組織化が行われており、アユタ

ヤ以外では一つのコミュニティが複数のネットワークに加入している例もある。

それぞれのネットワークではその目的や加入したコミュニティの経済階層等に差がみられる。し

かし融資条件は異なるにせよ、いずれもセイビング活動を行っている点では共通している。

2 。 ア ユ タヤ にお ける コ ミ ュ ニテ ィ住環境整備の状況2

－1 ．アユタヤの市街地整備

アユタヤ（市域人口59,826人、1999年）は、バンコクから約1 時間圏という立地条件にあることか

ら、工業化、観光産業の振興により、市街化が進行している。近年観光客も増加し、観光産業の振

興が地域経済の主要な柱となりつつある。古都として歴史的史跡が数多く残っており、1991年世界

遺産にも指定され、その保存が地区指定や施設整備によって進められている。1993年に策定された

歴史都市としてのマスタープランは、8つのワークプランから構成され、その中には歴史的都市の基

盤整備の促進、史蹟の復元や景観の改善、居住コミュニティの開発改善が盛り込まれている。

市域の中心に位置するアユタヤ島全体は、従来王室と政府の土地であった。1938年にその一部を

民間に売却しているが、大部分の土地は現在でも財務省（TreasuryDepartment ）等の所有である。

歴史的史蹟、寺院、公園、レクリエーション地区の周辺など、大半の土地は民間に貸し出している。

観光振興と結びついた歴史環境保全地域を含む全市的な市街地整備、土地利用の高度化が検討され

る中で、行政、社寺、民間土地所有者による施設整備計画や土地利用更新の要請が、現在インフォー

マルコミュニティ(6)に向けられている。

遺跡を中心とした歴史公園地区（715エーカー）内に位置するコミュニティや、地区外であっても

史跡的価値の認められた指定地区にあるコミュニティでは、一部でリロケーションが開始されてい

フォーマルセクターの拡大

↓

撤去・再定住の要請

[三回匹 互 □

居住地選択

オフサイド

分散・新たなスラム形成

サイ ト＆ サー ビス

ペ
ー
住区 建 設

図一1 開発に伴うコミュニティの居住地選択
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る。また観光開発の進展につれて寺社地や私有地でのリロケーションも問題となっている。

このことはコミュニティサイドに対し、これからの居住環境について、大きく二つの方向すなわ

ち現在の場所での開発＝オンサイトか、あるいは再定住地での開発＝オフサイドかの選択を迫る。

それは、現在の立地状況と開発圧力との関係を通して、移転補償費、仕事先の有無、基盤サービス

施設の整備状況、新たな土地・建物の費用負担、さらには現在のコミュニティのまとまりや開発に

関わる支援団体の力量など、外的内的な複合要因により、結果としてさまざまな展開を示すことに

なる（図一1）。貯蓄グループによるネットワークの組織化はこの全市的な市街地整備の動きに対応

したものである。

2 －2. アユタヤのインフォーマルコミュニティ

全国的な規模で都市貧困層の実態を把握するため、2000年にNHA 、CODI 、NGO が協同で調査

組織を形成し、全国の310の都市を対象にコミュニティ調査を行った。これによると、アユタヤでは53

のインフォーマルコミュニティがあり、アユタヤ市の全世帯の約30％に相当している。多くは史

蹟のあるアユタヤ島の周辺に分布している(図一2、表－2)。その内25は2000年5 月時点でアユタヤ

市社会福祉課に登録されており、他の28を行政では生活再建、環境整備上の課題が大きい「非登録

のスラム」と認知している。登録コミュニティと未登録の差は行政からの援助の有無にある。表－2

より、規模の差が登録の有無に関連していることがわかる。

登録コミュニティの条件は次の通りである。

① 委員会を組織して、コミュニティ活動を推進し、行政との協力関係を維持していること

②20 ～50戸以上で構成されていること

③ 地区の区分が明確であること

④ 貯蓄グループや起業グループが組織化され、コミュニティ活動への参加が盛んであること

登録コミュニティは、市の社会福祉局より年間1 へ・2万パーツと、新聞購入や図書費として5 千

図一2 アユタヤ・インフォーマルコミュニティの分布

資料：アユタヤ市
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表－253 のコミュニティの概要

183

Na 土地の利用形態 土地所有者 戸 数 家族数 人 口 登 録 リロケーションの理由

1 開拓地 国 6 10

2 借地 寺 20 50

3 借地十開拓地 国十寺 20 30 洪水対策

4 借地 寺 70 140

5 借地十私有地 寺 31 45

6 借地 国 48 70

7 借地 国 26 26

8 借地十開拓地 国十寺 十私有地 10 15 史蹟保存地区

9 賃借料で問題 寺 20 40 150 寺院整備

10 借地 国 23 34 史蹟保存地区

川 借地 十借家 国 18 36

12 開拓地 国 15 22 史蹟保存地区

13 借地 国 22 49 洪水対策

14 借地 国 28 28 史蹟保存地区

15 元賃貸払う、現未払い 国 18 33 115 道路用地

16 借地 国 20 30

17 元賃貸払う、現未払 国 40 60 史蹟保存地区

18 賃貸未払、居住許可 国 70 120

19 元賃貸払う、現未払 国 20 30 洪水対策

20 借地 国十寺 40 50

21 借地 寺 29 45 200 寺院整備

22 借地 国 20 30

23 借地 国 46 30 史蹟保存地区

24 開拓地 国 25 50

25 借地 国十寺 45 70 史蹟保存地区

26 借地 国 13 13

27 借地 国 150 225

28 借地 寺 40 60

29 私有地十借家 私有 180 220 1,495 登 録

30 借地十私有地十借家 国 十寺 十私有地 266 268 1,300 登 録 史蹟保存地区

31 借地 国 327 491 544 登 録

32 - 国 137 205 520 登 録

33 借地十私有地 私有地十寺 150 180 530 登 録

34 借地十私有地 寺 十モスク 350 380 766 登 録 都市計画

35 借地十借家 国 204 254 971 登 録

36 借地十借家 国 120 125 445 登 録

37 私有地 私有 76 130 385 登 録

38 借地十私有地 私有地十寺 100 112 550 登 録 都市計画

39 芸能局地の借地 国 300 300 1,041 登 録

40 開拓地 国 200 200 748 登 録

41 借地 寺 十モスク 80 120 504 登 録

42 借地 寺 十モスク 41 62 184 登 録

43 開拓地 国 80 120 289 登 録 史蹟保存地区

44 開拓地 国 150 200 781 登 録

45 借地十私有地 国十寺 190 285 927 登 録

46 開拓地 国 67 66 265 登 録

47 借地十借家 国 ISO 250 475 登 録 史蹟保存地区

48 私有地 私有 61 92 250 登 録

49 借地 寺十モスク 70 105 470 登 録

50 借地 国 70 70 475 登 録

51 借地十私有地 国十寺十私有 477 650 2,759 登 録 寺院整備

52 借地 寺十モスク 120 180 500 登 録

53 借地十私有地 国十私有 60 70 297 登 録

資料：アユタヤ市
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パーツの補助を受けていたが、局は近年情報や会合場所の提供などのサポートにまわっている。一

方、この登録制度に関連して、政府は全国調査に基づき、自立的な計画策定により活動・整備資金

を必要とする登録コミュニティに対し、一律百万パーツの援助を行う施策を開始している。2001年12

月現在、22のコミュニティがその借り入れを計画している。

3 。 コ ミ ュ ニ テ ィ に お け る 住 宅 ・ 住 環 境 改 善 の 事 例3

－1 ． アユ タ ヤの コミ ュニ テ ィネ ッ トワ ーク

現在 、CODI の支援 す る アユ タ ヤの ネッ ト ワー クに現 在加 入 し てい る コミ ュニ テ ィは、表－2 の 番

号 で示 す と、次 の14 であ る、9,15,21,30,33,34,35,36,37,38,43,44,45,46 ．こ の中 に は非 登

録 の コ ミュニ テ ィ も含 まれて い る。 ネ ット ワー クの メ ンバ ーシ ップ（登 録会 員資 格 ）は コ ミュニ テ ィ

の リーダ ー と貯蓄 グ ループ の 集 金担 当 者 に与 えられ てい る。

毎 月 一 回の 会合 、 コ ミュニ テ ィ間 の交 流 な どを通し て、 次 の よう な活 動を 行っ てい る。

① セ イビ ング グル ープ の組 織 化 と融 資活 動

②NHA の支援 よ る住 環境整 備 の調査 提案 や、 住宅 再 開発 計画 の立案

③ パ イロ ットプ ロ ジェ クト の 実施 支援

④ 史 跡保 存地 区にお け る コ ミュニ テ ィ のリロ ケー ショ ン と移 住先 にお け る新規 宅地 の確 保

⑤ 宮 沢 フ ァンド、UCEA 基 金 、SIF 基金 など の補助 事 業 の導 入

こ のネ ッ ト ワー クで は、 主に 出資 者 相互 の互 助 （融資 ） 活動 が 目的 とな っ てお り、 生計 に まわ す

回転 資 や 、起業 資 金 、教育 費 へ の融 資 が中 心 であり 、住宅 ・住 環境 改善 を 目的 とし て グ ルー プ貯 蓄

を行 っ てい るの は現在 の ところ ア ーカ ン ソン クロ ッ（AKANSONGKRO （46 ））、トロ ッ カ ノム ト ウ ワ

イ （TRONKANOMTUAI （15 ））、 ワ ット ピ チャイ （WATPICHAI （21 ））に限 ら れて い る。CODI

は ネ ット ワ ーク に対 し て、 ス タッフ を 派遣 し、 グル ープ 貯蓄 の組 織 化 や、 融資 事業 等 の情 報 を 提供

し、 住 環境 の計 画・提案 に際 し て は建築 家 を 派遣し て、 その 作成 を支 援 し てい る。 そ の中 で 、CODI

か らハ ウ ジ ングプ ロ ジェ クト の融 資 を受 け、 住宅 建設 を 開始 し てい るの はア ーカ ンソ ン クロ ッ であ

るが 、 他 に もサ ラプ ーン（33 ）ではUCEA 事 業 に より コ ミュニ テ ィ内 のコ ン クリー ト通 路 を建 設 し

てい る。

ネ ット ワー ク の リーダ ーが 現在 の活動 にお ける課題 とし てあ げた の は次 の3 点 で あっ た。

第 一 に、 ア ユ タヤ では史 跡地 区 で あ るが ゆえに移住 を せ まら れ る とい う地 域固 有 の状 況 があ る こ

と。

第 二 に、 マ イ クロ クレ ジ ット への 理 解不足 に より、 少量 の貯蓄 に よ り大量 の借 金 が可 能 にな る と

いっ た 考 え方 が一 般的 で、 こ のた め返 済が常 に後追 い に なる状 況 に あ るこ と。

第三 に 、参 加 の問題 で、 特 に こ うし た活動 が対 象 とす べ き最貧 困 層 （千パ ー ツ・ 月） に情 報 が 届

きに く く、 このた め常 に事 業 実施 の 過程 で課 金 が払 えな いな どト ラ ブ ルが発 生 する こ と。
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3 －2. 各コミュニティの概要

アユタヤのネットワークに参加しているコミュニティについてみていく。

●シーサンベ（図一2 の番号36）

〈基礎的事項〉120

戸、125家族、450人居住。約50年前に建設される土地は公有地で年間700パーツ・戸の借地料を

支払う。一帯は低湿地でflood の恐れがある。6 年前の洪水被害の記憶はいまでも強く残っている。

〈委員会活動〉

コミュニティの委員会は行政委員会の他に、病人、麻薬監視などための衛生委員会、セイビング

委員会、鶏卵事業組合、年中行事（ソンクラ）の委員会などがある。

〈所得・職業〉

居住者の主な職業は、商売人、工場労働者、近接する麻薬治療院に勤務する者などの公務員であ

る。

地区内では木の実（トラッジャップ）の加工販売、ナマズの煉製つくり、鶏卵の生産が行われて

いる。鶏卵生産は10人が組織して、福祉関係の公的機関から各自2 千パーツを借りて（合計2 万パー

ツ）4坪程度の鶏卵場を建設した。始めて2 ヶ月ほどであるが、毎日約80 個生産し、直接販売も含め

て、160パーツの収入（一人当たり16パーツ）がある。低湿地にあるため冠水が問題になっているが、

緊急の場合ポンプでくみ出す状況にある。地区内での新たな所得創出として、造花や蚊取り線香の

生産を検討しているが、いずれも資金が1.5万八－ツほど必要で、コミュニティでは新たに打ち出さ

れた政府の集落補助施策（各コミュニティを対象として百万パーツを貸与する）に期待している。

この施策の一般的な条件は、一定の規模（60戸以上）である。

このコミュニティも組織化されているコミュニティネットワークでは独自の店をポンペットに建

設しており、そこへの搬入を計画している。

〈セイビング活動〉

セイビング活動には50人（およそ30％）が参加している。加入者は、メンバーの働きかけもあっ

てか、月に2 人ほど増加している。しかし一方で加入したいが不安定な収入なので参加できない者

もいる。この点はセイビングの目的からして課題といえる。各人月百パーツ以上を貯蓄し、現在ま

で約3 年を経過している。集金は毎月5 日で、その目的は主に所得の確保、商売のための借金の肩

代わりであるが、低い金利を利用して、現在抱えている借金の返済、revolvingに活用されている。

ちなみに民間のローンの金利は10～15％である。借金は預金額の10倍まで可能であるが、誰が借り

るかはセイビングの委員会で決める。その際金利10% のうち2 ％を委員会の活動費用に当てる。たと

えば1 万パーツを借りて10ヶ月で返済する場合、毎月元金分の千パーツに加えて最初の月は百パー

ツ、次の月は90パーツの金利を返済する。その金利の中から委員会費用を引き当てる。現在返済状

況はほぽ100％である。

〈住環境整備〉

住宅建設資金（改築、あるいは移住先の新築等）として住宅口座を開設したところである。
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〈今後の活動目標〉

今後の施設整備として、現在地区に隣接する病院が排水路を塞ぐ状況にあるので、その通水を確

保する排水施設の整備やコミュニティの広場、集会所の建設を要望している。

〈その他〉

若者の流出( バンコクへ)、高齢化が課題である。

市役所の作成したコミュニティのブロックプランがあり、それには持家、借家、告知場所、新聞

を読む施設、などが記入されている。

●ワットンプー（図一2 の番号38）

〈基礎的事項〉100

戸、112家族、400人が居住。60年以上前から居住している。土地は寺の所有地が6 割、他は私

有地である。スタディセンターが近接している。住宅は借間が数件あるほかは、持家である。<

委員会活動〉

テサバーンの委員会、セイビング委員会、衛生委員会（医療ケア、麻薬撲滅等）が設置されている。

〈所得・職業〉

地区内に3 ヶ所ある精米所などの工場労働や、販売（物売り）などに従事しているが、現在失業率

は20％程度であり、彼らは時折の短期の仕事に従事するのみである。また委員会ではコミュニティ

内の起業開発として、洗剤品の製造を検討している。<

セイビング活動〉115

人がセイビングに参加している。月々百パーツ以上を貯蓄し、およそ3 年経過している。貸し

出しは2 通りあり、通常は5 千パーツ以内、期間は2 年以内、月2 ％の金利であり、緊急の場合は1,500

パーツ、5ヶ月以内、月2.5％の金利である。

借りる側の目的は、借金の肩代わり、revolvingが大半である。

宮沢ファンド（金利3 ％、5 年間で返済、セイビング委員会→CODI がコーディネイト）が利用で

き、総額で44万パーツ、22人が借りている。メンバーの拡大について、暫時増加してきたが、現在、

新規の加入勧誘は行われていない。募集活動を中止している。その理由はセイビング組織について、

住民の間で情報不足のまま、「容易に借金ができる金融団体」との認識が先行していて、組織自体が

返済不能なまでに負債を出す可能性があることによる。そこで本来の、相互の信頼に基づく確実な

運営を維持していくために、システムを再検討してから（おそらく金利上昇か）拡大勧誘を再開し

ようとしている。

〈生活環境〉

島に位置するため、不便であるので、1 年前に地区の総意として架橋を役所に要望している。

地区内に立地する製粉場のダストが時々空気を汚染する。

〈その他〉

地区内に麻薬取引者がいることが潜在的な問題となっている。
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●ポンペット( 図一2 の番号45)

〈基礎的事項〉

戸数190戸、285家族、人口927人である。公有地と寺社地で持家が7 割、借間が3 割である。アユ

タヤのコミュニティの中でも最大級の規模で、地区のひろがりと対応している。

地区内には2 年前に設立された医療センター、学校がある。

〈所得・起業・職業〉

コミュニティネットワークの商品を扱う店舗がNHA により建設され、今年度中には開店する。

コミュニティネットワークの商品を原則として扱うが、購買者は特定していない。但しコミュニ

ティメンバーはローンで購入できる。

地区内には公務員が多く居住している。

〈委員会活動〉

自治委員会、衛生委員会、セイビング委員会、エイズ・麻薬対策委員会、老人委員会が設置され

ている。<

セイビング活動〉

現在セイビング活動に参加しているのは152人(全体のCO/) で、一時期の208人からは減少してい

る。月百八－ツを貯蓄し、全体で40万パーツになる。この中からコミュニティネットワークの株を1,500

株購入している。加入者が少ない理由として、一般には経済的に余裕のない層には負担が大き

いことがあげられるが、ここでは加えて地区に多い公務員層は経済的に余裕があるので、セイビン

グに参加する必要がない、とのことであった。

新たな制度として、子供を対象にした子供口座の開設を行っている。

セイビングの目的は日常生活における借金や、その肩代わりである。宮沢ファンドも借りること

ができたが、それは主に借金の返済に使われている。

個人のセイビングの通帳はどのコミュニティも共通の様式で、月々の貯蓄額とその累積額、借金

の額、そして返済が遅れた時の遅延金の欄がある。またその表紙には、「忠実、協同、規律」などの

スローガンが印刷されている。

〈コミュニティネットワークへの参加〉

コミュニティネットワークの活動については互助活動組織として一般に知られている。参加の直

接の動機は、2 年前に医療センターで働いているアーカンソンクロッの住民を通して話を持ちかけ

られたことによる。

〈住環境整備〉

低湿地に立地しているため下水道の整備が課題となっている。<

その他〉

教育の充実、麻薬の撲滅、医療の向上などがあげられた。
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●スワンソムデ（図一2 の番号35）

〈基礎的事項〉204

戸、254世帯、971人が居住。公有地、芸術省の土地に居住している。低湿地に立地。土地代に

ついてはこれまでまったく払っていない世帯と、10年前に敷地面積100ワー（4 百平方メートル）に

対して5 千パーツ払った世帯がある。

〈所得・起業・職業〉

工場労働、建設労働、縫製業、養殖業等が主な職業である。失業者が多く、10人家族で一人の稼

ぎ手がいる程度。平均所得は8,000パーツ・月・戸である。

基本的に「家がない、仕事がない、所得がない」の3 ないづくしが問題である、という。

宮沢ファンドから2 万パーツの基金を取得し、一畳程度の池を作り、ナマズの養殖を始めて6 ヶ月

になる。この返済期間は2.5年、600パーツ・月を返済している。

〈委員会活動〉

自治会活動以外は不明である。

〈セイビング活動〉

このコミュニティでは行っていない。<

住環境整備〉

低湿地のため冠水が問題となっている。特に6 年前には2 ヶ月間床上にまで浸水があった。

●ワットインタラーム（図一2 の番号30）

〈基礎的事項〉266

戸、268世帯、1300人が居住。一部史跡保全地区になっている。島の北、外縁部に位置する。

面積50ライ。1970年頃から移り住む。地区の中心となる位置に寺、広場と医療センターがある。ま

た現在医療ザンダーに隣接してコミュニティの事務所を建設中である。建設費は寄付金と寺の基金

による。

クリニックは医師1 名、看護婦3 名、掃除人、メイドの構成で、行政が施設を建設し、運営は医

師が行っている。

寺社地を借地している。借地料は6 百～7 百パーツ・年になる。

〈所得・職業〉

住民の仕事は大工、パン製造、楽器製造等である。

収入はミニマムで130パーツ/日（タイの最低賃金は約170パーツ/日か？）という。

〈委員会活動〉2

年前に自治委員会を組織している。自治会として独自に住民からの寄付金を集め、現在10万パー

ツの貯蓄がある。委員は選出された22人で、毎月一回会合があり、活動としては公園や遊び場の清

掃・整備を行っている。33人で組織されたセイビング委員会、10人で組織された産業振興委員会が

設置されている。
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〈セイビング活動〉33

人が参加している。開始後6 ヶ月経ち、2001年9 月現在、貯蓄総額は2 万パーツである。住民は

これを元に借り入れを行うことができる。

また新たに子供口座を開設した。

〈ネットワーク活動について〉

現在参加に関して検討中であるが、事務の担当者は「自身、コミュニティ内でのセイビング管理

で手一杯で、ネットワークへ参加に関しては試行的な段階である」という。

〈住環境整備〉2000

年には芸術局(finearts）からコミュニティの中の一部の地区1,600平方メートルが史跡指定を

うけ立ち退き（リロケーション）を要求されていたが、寺社側の働きかけにより、そのまま居住継

続が可能となった。

また環境整備面では、道路の側溝が未整備のため、衛生上の問題があり、行政に申し入れをして

いたが、NHA より500万パーツの予算でコミュニティの排水工事が行われることになった。その一

部の事業は既に決定している。

建設中のコミュニティの集会所（主にワットモンコンボビットの寄進）には健康フィットネスや

マッサージの機能も備える予定である。この件に関して行政は非協力的であるという。

●サンチョメタプティン（図一2 の番号43）

〈基礎的事項〉80

戸、120家族、504人が居住。貧困層が多く住む。公有地で史跡保全のためリロケーションの対

象地となっている。

〈所得・職業・起業〉

失業者が多い。

〈委員会活動〉

自治委員会、セイビング委員会、衛生委員会が設置されている。

〈セイビング活動〉

ネットワークのセイビングには59人が参加している。

現在6 ヶ月（2001年9 月）を経て、総額は35,000パーツになる。借り入れは期限が10ヶ月、CODI

からの金利に上乗せするコミュニティの金利は1 ％である。

〈住環境整備〉

洪水による冠水があり、下水道の整備が課題となっている。

〈その他〉

貧困者が多いことに加えて、親のいない子供や高齢化による生活不自由者の出現が問題となって

いる。
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●サラプーン（図一2 の番号33）

〈基礎的事項〉150

戸、180家族、530人が居住。寺社地と私有地の混在であるが、大半が寺の所有地である。一平

方ワーで年間2 パーツの賃料を払う。<

委員会活動〉

自治委員会でのコミュニティの共同事業は道路の整備、ごみ処理などである。

〈セイビング活動〉

貯蓄活動は月100パーツで30軒が行う。2 年間で4 万パーツ以上の貯蓄額となっていた（2000年9

月）が、2001年6 月に終了し、貯蓄金を各戸に還元している。他にもデイリーセービング（一日5 パー

ツ）を勧めたが成立しなかった。その理由は、第一に、貯蓄に比べて借り入れを希望する困窮者が

多く、破綻をきたしたこと、第二に、担当者への負担が大きいことによる。とりわけ担当者はこの

セイビングのシステム自体は評価しているが、サポートがないことを不成立の最大の原因にあげて

いる。

〈コミュニティネットワークでの活動〉CODI

のサポートするネットワーク（貯蓄グループ、住環境整備、相互協力）に参加している。

〈住環境整備〉

キャットウォークの整備を行っている。

大半の住宅が排水不良のため冠水する状況であったので家まで歩いていけるようにDANCED

と宮沢ファンド基金による事業で90m の長さのCATWALK を住民の共同労働で建設した。補助は9

万パーツであった。周辺の道路の整備はアユタヤ市が25万パーツの費用で実施した。

〈その他〉

実質的にはワットパノムヨンと二つのコミュニティに分かれているが、アユタヤ市が独立した地

区として認めていない。他の地区ではチョムチョム（行政地区）がコミュニティと重なるところも

ある。

3－3. 住環境整備を課題とするコミュニティ

このネットワークに参加し、住宅・住環境整備を主な目的としてグループ貯蓄を行っている、3 つ

のコミュニティの活動についてリーダー、住民のヒアリング内容をもとにみていく(7)。(ヒアリング

は1999年9 月、2000年3 月、9 月、2001年4 月、9月の計5 回行った)

●事例1 －アーカンソンクロッ(図一2 の番号46)

〈基礎的事項〉67

戸、66家族、265人が居住。公有地。歴史的な遺構である道路に囲まれた、矩形状の大きな街区

の中にある。道路には接していない。

〈委員会活動〉

コミュニティ組織は15年前に結成された。自治委員会、建設推進の生活協同組合の委員会( ロー
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ン返済）、予算委員会、産業振興委員会がある。

〈住環境整備〉1

）以前の状況；オンサイトの再開発が、現在進行している。この事業開始以前の状況についてみ

ると、全体は公有地で、住民は借家に住んでいた。土地・住宅の管理主体はアユタヤ市である。

地区の空間形状は列状に木造の長屋が2 列に配置され、片側20戸両方あわせて40戸の市営賃貸住

宅が建設されていたが、その住棟間に26戸が建設され、過密化していた（図一3）oまた賃貸住宅

の老朽化も問題となっていた。

住宅の過密・老朽化に加え、歩道は未整備、排水は垂れ流し状態で。①過密で劣悪な住宅の改

善、②安定した長期的な賃貸契約がない、③歩道の

未整備、④排水路の未整備、⑤防災対策、が課題で

あった。2

）住環境事業 の 展開：オ ンサイト のプ ロジェクト

で、2001 年5 月に移転事業、そして8 月から建設が

始 まった。住民は市 により整備された3 ヶ所の仮設

住宅地へ移住を完了し、完成 まで1 年余の仮住 まい

が予定されている（写真一1）。

事業 に踏み切る直接の契機は6 年前の洪水で被害

を受けたことであった。CODI から派遣された建築

家グループの支援のもとに、土地・建物利 用、歩道、

建材の選択、空地の活用などを考慮し、提案をまと

めた （写真一2）。計画策定 は住民 の意見 を取り入れ

るため、3つの小グループに分け、ワークショップ形

式で進めた。住民の間ではいろいろな意見 があった

が、最終的にはコミュニティ全体として合意してい

る。策定した計画案は暫定的なもので、事業の進行

‥.
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写真一1 アーカンソンクロツの仮設住宅
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図 一3 ア ーカン ソンクロ ツの配置図(

中心部に住宅が建設され過密化が進行)

写 真－2 ア ーカンソ ンクロ ツの計画案(

全体の基本的な構成は変えず、中心部に広場を設置)
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により変更することもある。NHA の事業支援で道路、下水等の基盤施設整備を実施しており、引

き続きCODI のハウジングプロジェクト融資により64戸のコンクリート造のテラスハウス12棟

を建設する予定である。間口3ra、奥行7rn の2 階建て住戸を単位とし、全体の計画ブロック案は

従前の広場を中心とする空間形態を踏襲している。3

）建設費：戸当りの建設費は住棟の両端の住戸が8 万パーツ、中側は7 万パーツであり、総額で485

万パーツとなる。戸当りで住戸建設費の約一割の貯金高がCODI の融資の条件である。4

）資金計画とセイビング；融資を得るためにコミュニティ全体でグループ貯蓄を行い、2001年9

月現在、2年9 ヶ月継続している。現在貯蓄額は総額で48.5万パーツである（2001年9 月）。こうし

た貯蓄実績をもとにCODI からの融資430万パーツが受けられることになり、同時にNHA や行

政からの基盤整備事業等260万パーツの支援を受けて実施が可能となった。事業資金の返済は、住

宅口座を開設し、戸当たり月々720パーツ（端側24戸）620パーツ（中側40戸）のローンが組まれ、15

年間で返済の予定である。新たに建設される住宅の権利移譲はロ―ン期間が過ぎて後可能（renttohold

）となる。但し内2 戸は経済的な理由から土地のみのローンで、住宅建設は自前で行うこ

とになっている。5

）課題；こうした計画が事業化した理由としては、まず、コミュニティ内でのリーダーシップが

挙げられる。リーダー（男、50歳代、アユタヤ生まれ）は、全市で行ったスラム調査に参加し、

行政委員やネットワークの一員として、コミュニティ活動にも積極的で、他のコミュニティとの

交流も盛んである。コミュニティの居住歴が長く、住民のまとまりがよい地区で、リーダーへの

信頼も厚い。建設事務所には各委員会の構成やメンバーの氏名・顔写真がパネルになっていて、

それぞれの役割も明確である。加えて、幹線道路からはアンコの部分に位置し、小広場を中心と

した集住形態がこうした条件を基底していることもあげられよう。

一方課題としては、次の二点があげられる。

第一に、事業費の捻出について、プロジェクトが新規参入者を計上せず、原則として従前の居住

者を対象としているため、事業の実施に際して費用の捻出が厳しい。戸当たりの建設費は当初7 万

～8 万パーツと見積もられているが、実際には建設費が高騰し、当初のCODI からの借り入れ金を超

える可能性がある。また今回財務省による土地登録代百万パーツや、市による建築確認申請代の要

求が住民に突きつけられて、問題となっている。

第二に、グループ貯蓄とはいえ、各戸の貯蓄額の差が大きく2000年3 月時点で、最高で3 万パー

ツ、最低で千パーツといった状況であった。平均所得から見ても、所得の少ない層にとってはこの

負担は大きい。このことが将来事業の停滞や、ジェントリフィケーションをもたらす可能性がある。

その他、技術的な問題として、住戸について一階部分は柱、壁があるのみで扉、窓等は各自が決め

る方式（設計者によると低所得者の支払い能力を考慮したとのこと）が建築規則に対応していない

との行政の指摘もある。
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●事例2 －トロツカノムトゥワイ(図一2 の番号15)

<基礎的事項〉i8

戸、33家族、115人が居住。土地は

公有地であり道路用地としての計画が

ある。歴史的な遺構である道路に囲ま

れた矩形状の大きな街区にあり、道路

から引き込まれた路地の両側に貼付く

住戸群で構成された地区である。数十

- ←う

図一4 ト ロ ツカ ノム トワイの配置図(

軸状の空間全体が、道路用地として計画決定されている)

年前、アユタヤ郊外のセナクンから移住してきた。大半が親戚関係にある。路地を挟む軸状の住居

群で構成され、長さはおよそ70m 、中ほどに小広場がある（図一4）。

〈委員会活動〉

親戚関係で集住していることから、まとまりはよい。リーダーのもとでの集団指導が組織化され

ている。

ネットワークへの参加により、CODI からスタッフが派遣され、情報の交換、先進事業地の見学が

可能になった。

〈住環境整備〉1

）現状：土地は以前他の部局が所有していたが、現在では市の所有地となっている。全体が市の

都市計画で道路用地として計画されており、将来道路用地としての整備によるリロケーションか、

あるいは修復的計画による居住継続かの選択をせまられており、住民に将来への不安を与えてい

た。戸建ての住宅には2 ～3 家族が居住している。2000年3 月の時点では、次のような課題があげ

られていた。

①1 老朽化した住宅の改善が必要である

②2 通路には生活排水路がなく、衛生環境が問題である

③ 道路予定地であり、市にとっては撤去の対象となっている2

）SIF 事業の実施;2000 年3 月の調査時点では、近接する地主が所有地の利用更新のために、行政

計画にもとづく道路整備の促進と、地区住民のリロケーションを要求していて、反対する住民の

間ではそれへの対応が課題となっていた。その後住民

はSIF 事業により地区の軸である生活道路( 幅員2m)

と小広場のコンクリート舗装を実施した。工事は住民

参加により4 日間で完了した( 写真－3)。舗装のみで

排水は未整備であるが、路肩には植栽がなされ清掃さ

れて環境は一変した。事業費は無利子で3 万6 千パー

ツを借り入れている。返却は月々百パーツ/戸で、20ヶ

月での返済になる。

住民が協力して道路整備を行ったことで、地区の雰
写真－3 トロツカノムトワイのSIF 事業m

路と広場をコンクリート舗装した)
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囲気や環境は改善した。住民は雨季にも歩けるようになったと評価している。この事業を評価し

た政治家や有識者達が地区の小広場に集い、議論するTV 番組が長時間全国に放映されたことも

彼らにとっては励みになったという。しかし道路とはいえ側溝はなく、床下には汚水が流入し、

依然衛生上の問題が残されている。現在、ネットワークの紹介によりUCEA 基金による排水事業

も申し込んでいる。3

）住環境整備の選択肢；既述のように、地区全体が道路用地であることは大きな懸案事項となっ

ている。

当地区の今後の計画については3 つの選択肢があった。

第一案はオンサイトの再開発である。2000年、コミュニティでは、住民の参加をもとに、建築

家グループの支援を得て、次のような計画提案を作成した。①公共施設については、基準どおり

の衛生状態を確保するため排水路を整備する。また住民の共用活動スペースも家屋間の敷地規模

の調整を行う中で確保する。②住宅の整備については、現在の土地に長期居住が可能な場合は、

個別の住宅修復や全体の共用スペース確保も組み込んだ改築を行う。事業費には、グループ貯蓄

の蓄積を基にして主にCODI からのハウジングプロジェクト融資を当てる。第二はNHA から最

近提案された道路住宅並存案である。これについては既設の広場のような機能が確保できないこ

とから、住民の選択肢とはなっていない。第三はリロケーション案で、現在、住民の多くはこの

案に期待している。移住先を選択する中で、歴史保存地区内でのリロケーション地区内に3 ライ

（4,800平方メートル）の土地が確保できる見通しが立った。現在の居住地面積の3 倍である。こ

の選択については既にNHA ，CODI は基本的に合意しているが、あとは行政の判断を待つのみで

あるという。

〈セイビング活動〉

コミュニティでは、住宅建設・住環境整備のための貯蓄活動を行っている。2001年9 月現在、2 年1

ヶ月が経過している。セイビングに参加しているのは全世帯からの54人。貯蓄額はコミュニティの

委員会で決定し、戸当たりで、貯蓄に百パーツ/月、リロケーションに備えた土地取得に2 百パーツ/

月である。この一年のセイビング活動が広場に大きく掲示してあり、セイビング活動が盛んである

ことがわかる。表－3 にその内容を示す。

表－3 トロツカノムトゥワイの貯蓄活動（パーツ）

項 目 額

a） 銀行への貯蓄 20.519

b） コミュニティネットワークへ 17,000

c） 住宅口座（住宅建設資金） 67,500

d） 元金 22,000

e） 借入のための貯蓄（CODl 等から） 30,400

0 事務・活動経費 4,865
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現在のストックは89,919パーツ(a十b十d十e)となっている。このストックの考え方ではリロケー

ション用の貯蓄は別会計としている。またコミュニティでは宮沢ファンド
を得ている。これは主に

借金の借り換えなど回転資金として活用し、全体で44万パーツ、合わせて各戸で平均2 万パー
ツ借

りている。

●事例3 一ワットピチャイ（図一2 の番号20

〈基礎的事項〉29

戸、45家族、200人が居住。寺社地。鉄道駅に近く、幹線道路沿いに位置する。数十年前に移住

してきた。地区の空間形状はロングハウスを含むL 型の住戸配置で二つの部分に分かれている。一

部は道路沿いの一連の長屋建て、他はカラコン運河沿いの住居群である（図一5）。<

委員会活動〉

リーダー（飲食店経営）の指導力が大きい。自治委員会、セイビング委員会がある。

ネットワークにも積極的に参加して、特に住環境整備の課題を抱えるコミュニティ間で交流し、情

報を交換している。<

セイビング活動〉

グループの貯蓄額は、戸当たり百パーツ/月で、2001年9 月現在、1 年を経過している。

〈住環境整備〉

寺院の土地を借地しており、借用証書には毎年契約と更新する形となっていた。2000年9 月の時

点では、土地所有者の寺院から立ち退きを要求され、一時は強制撤去に踏み切るという噂が流れ、

居住継続の保証がない不安定な状況にあった。一方住民は、駅に近く、幹線道路に面し、仕事、教

育に有利な地区の立地条件に満足しているので、今後も住み続けることを希望していた。そこで対

抗案として、住民が長期的に住み続けられるよう寺院側と交渉するために、CODI からネットワーク

を通して派遣された建築家グループの支援を得て、寺の位置も組み込んだコミュニティ全体の土地

利用の高度化を図る計画案を作成した。計画案は現状の配置をいかして、改築、修復、現状維持の3

つの整備を組み込んだ案で、水上マーケットによる収入の確保などの新たな提案もあり、住民の支

持を得ている。

こうした寺院からの撤去の勧告については、ネットワークによる提案や組織的な運動が功を奏し、2000

年12月に、一戸当たり年間3 百パーツの賃料を支払うことで、寺院と15年間の賃貸契約を結ん

だ。

また、今年度ネットワークにより働きかけで、新たにNHA の事業により道路整備と図書室・集会

室の建設を行うことになった。

3－5 ．小 括

以上の3 地区の事例から次の3 点が指摘できる。

第一に、事業の展開が急速であることである。これには、コミュニティにおけるリーダーシップ
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や、ネットワークによる情報集積や組織的な運動が大きな要因となっている。ワットピチャイの寺

院との交渉にみられるように、ネットワークを形成することにより、交流を通した情報の共有化や

技術の習得が可能になり、個別には困難だった対策が可能になっている。

第二に、コミュニティの事業がそれぞれの環境条件にあわせて展開されていることである。住民

の参加による提案づくりにおいても、CODl から派遣された建築家グループが支援し、従来のそれぞ

れの集住形態を活かした計画案を作成している。

第三に、それぞれの住環境整備の展開は立地条件、グループ貯蓄の状況、さらには行政による登

録の状況によって異なるにもかかわらず、相互の交流も盛んで、ネットワークの運営に積極的であ

る。

4 。 ま と め4

－1 ．アユタヤネットワークの特徴 －ナコンサワーンとの比較よりー

アユタヤのネットワークについて、同様の調査、方法により住環境の開発・整備が検討されてい

るナコンサワーンと比較しつつ考察する（2000年3 月、2001年2 月に調査）。

アユタヤの市街地整備の特徴は、歴史的な史跡（ストック）の保存と低所得者の住環境整備とい

う都市・住環境課題が併存的に集中していることである。一方ナコンサワーンは陸上、河川の交通
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の要衝として、経済的立地条件に恵まれておりヽこのため雇用の拡大とともに貧困層が流入しヽ市

の全世帯の26％をインフォーマルコミュニティが占めヽ住環境整備が課題とな゜ていた
。既述の全

国スラム調査により53のスラムコミュニティが記録されている（図一6）*）。

そこで、都市貧困層の住環境整備を目的として、ナコンサワーン市、NHA とCODI が協同で、コ

ミュニティ間で組織化された開発ネットワークを支援しつつ、全市的な開発戦略を展開することに

なった。1999年、貧困層への住宅供給や住環境整備プロジェクトの検討を開始し、全市的なワーク

ショップを開催して、個別のコミュニティの環境条件（地形、水害、過密老朽等）から、コミュニ

ティごとにオンサイト、リロケーションの環境整備の方針を打ち出した(8)。リロケーションの用地は

都心から15km 、財務局が所有する約40ha のまとまった土地で、CODI より派遣された建築家グルー

プが計画案を作成し、2001年より移転が実施されることになっていた。

開発ネットワークには、事務所・集会場として市役所の一部が提供され、そこで貯蓄グループの

管理やさまざまな活動の企画・運営を行っている。このネットワークも他と同様に住宅・住環境整

備以外にも、雇用機会の創出や、コミュニティ起業などの活動を行っている。登録されているコミュ

ニティは19、内13が現在のネットワークに属している。他の6 は別のネットワークを形成し、独自

に活動している。貯蓄グループは、現在34ある（2001年2 月）が、その内のいくつかは上記の別の6

つのグループからも参加している。

ナコンサワーンの事例はオンサイトとリロケーションを関連づけた、全市的な協同による大規模

スラム開発プロジェクトとしてその遂行が注目されたが、2001年2 月の調査時点では、停止状態に

なっていた。

その理由は、関係者によれば次の2 点であった。

① 開発予定地の土地所有問題で、リロケーション用地として宣言した土地であったが、この土地

内には数人の所有者がいてそれぞれに権利を主張し、計画の遂行が困難になっていること

② 開発ネットワークのイニシアチブが発揮できないまま、行政主導のトップダウン的なプロセス

で計画実行を急ぐことになり、ネットワークに参加している各コミュニティのリーダーとコミュ

ニティの住民との意見の違いが表面化したこと

これに対しヽア2 タヤのネットワークは既述のように、住民が個々のコミュニティの相違を認め

つつ提案を作成していくことで、結果として相互の計画内容の相違をそのまま反映させるボトム

アップ的な方法を採用している点が異なる。また計画内容も居住継続を前提としての修復型であっ

た。

4－2 ．ネットワークについてI

）ネットワークとコミュニティ活動

低所得者層のコミュニティネットワーク活動と住環境整備との関係を示す（図一7）。経済の基盤

を基本的にインフォーマルセクターに依拠し、都市雑業（露天商、修理工、路上飯屋、家政婦、運

転手、縫製業、廃品回収業等）を生計としてスラム・スクウオッターに居住する住民にとって、個々
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の世帯単位での活動 （Friedman^）1995）や地域的活動からなるコミュニティ活動が果たす役割は

大きい。その内部ではモノのやりとりなど互酬性と特徴とする相互扶助的なモラルエコノミーが存

在し、協同活動としてさまざまなグループ貯蓄が行われている。居住環境の整備も、基盤整備への

参画や、家族、近隣によるセルフヘルプ型の住宅建設に見られるように、コミュニティ活動の一環

として組み込まれるヶ－スが多い。

都市経済活動の主流であるフォーマルセクターからは、産業構造の再編による包摂化、小企業や

自営業の解体、強制撤去を伴う空間の更新など市場を通した圧力が、常にインフォーマルセクター

に向けられている。他方インフォーマルセクターは、フォーマルセクターに対し独自の雇用創出ダ

イナミズムを有し、都市システムに不可欠のサービスを提供している。世帯単位の小規模経営、セ

ルフヘルプによる住宅の建設、コミュニティ内での自家消費的な流通といった特徴を有しており、

地域コミュニティとして自律的なシステムを内包しているが、反面、市場において労働力再生産費

用の押し下げ要因として働き、インフォーマルセクターを垂直的な枠組みの中に封じ込める要因と

グローバル

な世界

都市活動

コミュニティ

活動

－[萌]戻こ四 口

サポート活動 ｜
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図一7 コミュニティネットワークとコミュニティ活動等との関係
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もなっている。

これに対し、グループセービングを対象としたマイクロクレジットは、スラム・スクウオッター

住民の生活全般の向上を、住民自体が選択的に実現する手段を提供するとともに、ネットワークを

通した貯蓄グループの集合体としてのパワーや連帯責任を担保に、市場金利に準じた融資システム

を取り込むことで、自らをフォーマルセクターに重ね合わせるといった二重の意味をもつ。こうし

た地域活動としてのグループセービングは、強制撤去への対応をはじめとして、さまざまな生活向

上機会に対応するための必需的なコミュニティ活動となっている。CODI は貯蓄グループやそのコ

ミュニティへの資金貸付とともに、NGO など他団体との援助活動とも連携し、ネットワークの組織

化やこれを通した情報、技術支援に重点を移している。グローバル化するフォーマルセクターに対

し、ネットワークを埋め込むことで、スラムコミュニティが自立的な社会参画を図る運動を支援す

る媒介的な役割を担うことを目的としている。

2）フォーマルセクターとインフォーマ ルセクターの間に

近年、ネットワークの考え方は計 画方法・過程や地域組織化等、様々な局面で試みられるように

なってきている(10)。CODI の事務局長 は、 こうした思潮 に沿うように、ネットワーク活動について

次のように説明している。「CODI は総合的 なコミュニティ開発を目的 としており、住民の活動 を支

援促進させる機関である。その基本的な戦略は、信用貯蓄 活動を端緒 としてコミュニティの組織力

と自主的な運営能力 を高めることにあり、融資 は媒介（intermediary）に過ぎない。 このためコミュ

ニティ相互の連携を図 るネットワーク化 に近年重点 を置いている。CODI は政府により設立された

組織ではあるが、こうして ネットワークの活動支援に回ることで、貧困層のコミュニティをベ ース

にした自立や、 フォーマルセクターとの連携 を促進させようとしてい る。 すなわちフォーマルセク

ターとインフォーマルセクターとの間に浮いている状態が現在のCODI である。」（1999 年9 月3,）

ネットワークによるエンパワーメントは経済的活動や開発過程 において も、都市貧困層とフォーマ

ルセクターとの間をつなぎ、政治的にも関係団体 と均衡ある関係を構築することにつながる。COD 】

の住環境整備に関するネットワーク組織化についてみていくと、 その利点 としてつぎの3 点があげ

られる。

第一に、個別のグループ、 コミュニティによる対応ではクレジットのリスクが大 きいので、拡大

して担保 を強化する必要があること。

第二に、グループ、 コミュニティが相互 に連携することで、 よりパワーアップが可能になり、対

外的な要求が実現しやすくなること。

第三 に、各グループ、コミュニティ相互 に対等な関係で技術・知識 を通した交流・連携が可能 に

なること。

3）不連続体一新たな計画方法論として

住環境要求が可視的であり、コミュニティのまとまりもよく、さらにコミュニティ相互の連携が
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可能な動機や条件が用意されている状況において、こうしたネットワーク化の展開は計画方法の理

論としても注目されよう。特に上記第三の考え方は、それぞれが自立しつつ連携
する、動的で一体

的な関係性の構築という点で、吉阪隆正が計画方法論として提起した不連続体
論「個はそれぞれそ

の独自性を発揮しながら、集団とうまく調和を保っている」6）を想起させる。

5 。 今後 の 課題

アユタヤのネットワークの今後の課題として次の3 点があげられる。

第一に、貯蓄グループはコミュニティ内の意欲のある集団であって、必ずしもコミュニティ全体

と一体的に関係していないこと。インセンティブ重視型であるため、グループに入れない最貧層へ

の対応が課題となろう。チェンマイにおけるコミュニティのリロケーションでは、UCDO とNHA

がコミュニティを階層的に二分して開発主体となり、それぞれに整備を行っていた(10)。この場合NHA

が貯蓄額で基準に満たない住民のためにサイトアンドサービス事業を担当している。

第二に、ネットワークによる活動は、そもそも動的な組織活動7)であり、課題中心に展開するいわ

ばアソシエーション型の性格をもつことから、即地的な住環境整備の支援としては有効ではあるが、

持続的な地域生活全般についての対応は限定的にならざるをえない。また、グループの個人的な関

係がネットワーク活動に影響を与えることで、活動の確定化をもたらすことも考えられる。

第三に、現実の都市計画には予め全体的な計画( マスタープラン) が求められるケースもある。

その意味でネットワーク方法論は、ボトムアップの参加型とトップダウンの上位計画型の相互を媒

介する方法として、あるいは近代都市計画批判から提起されたコミュニティによる改善型、プロセ

ス重視型の展開を、マクロな枠組みとつなげる運動的な方法として、計画方法論としての理論的な

検討が求められよう。

本稿は科研課題「アジアのまちづくりに関する計画論的研究」(代表 内田雄造) に基づく調査を

まとめたものであるが、現地調査に際しては関係住民や、CODI(UCDO) の協力によるところが大

である。御好意に深く感謝したい。

調査協力者；塚本 拓、七五三木智子、佐々木康彦(以上大学院生)、小林大介、亀田恵理子、秋

谷公博( 以上学部学生)

補注

（1 ）穂坂光彦 「オルタナティブな計画プロセスの展望」日本福祉大学経済論集 第13号1996

に ）coDi; 農村と都市コミュニティの連携を図っていく目的で、新たな法案のもとで組織化された。組織の役

員構成は、議長1 名、政府代表機関4 名、住民代表3 名、学識者2 名 と事務局長の計11 名、基金の総額は32

億7435万パーツである。

（3 ）宮沢ファンド；1998年、日本政府はタイの経済危機を援助するため、「アジア通貨危機支援に関する新構想
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（新宮沢構想）」を発表し、アジア諸国の経済回復のための中長期支援として150 億ドルヽ短期の資金需要’`

の備えとして150億ドルを用意した。タイでは中長期の資金支援 として約18.5
億ドルが民間企業の再建や金

融システムの安定化、社会的弱者対策、景気対策等に充てられている。

（4 ）UCEA(UrbanCommunityEnvironmentActivities ）事業
；この事業 はニjミ2 ニティの環境整備のため

｀1996

年デンマーク政府からの1.3億ドルの援助によって始められた。原則として援助額は10万パーツを
上限

とし、総事業費の20％はコミュニティが自前で負担する。1998 年までに全国の48ネット
ワーク、220 のコ

ミュニティに適用されている。この基金は組織されたコミュニティやネットワークが自ら
決定し、専門家

とともに行う環境整備（UCEA ）事業に当てられている。環境整備活動は可視的な運動 として、住
民の参

加が得やすい。この事業は、開発に関するさまざまな課題を結びつける役割を果たし、各コミュニティの

知識や経験の交流を通して、組織全体の強化につながっている。(5

）SIF 事業；1997年の経済危機の後で政府は世界銀行から3 億ドル、OECF から約1 億ドルを借り、これら

を補助金等と合わせて、社会投資事業（SocialInvestmenlProject) を立ち上げた。事業は2 つの分野をカ

バーしているが、その内のひとつの中にSIF 事業がある。政府はGBS に60億パーツの運営管理を委託し

た。その基金は地域都市開発基金（RUDFRegionalUrbanDevelopmentFund) と社会投資基金（SIFSocialInvestmentFund)

に分かれている。SIF 事業はコミュニティの向上や貧困者、恵まれない者、職業復帰者

等の生活改善事業を補助するため、所得向上、環境保全、地方経済開発、コミュニティ福祉などに対して

の財政援助を行う。具体的には環境整備、福祉・教育・医療面でのセーフティネットの開発生産資源の確

保、機械や装置の購入、回転資金の取得などの事業である。GSB はSIF 事業の認可に際して特別理事会を

組織し、理事会はコミュニティの組織など、一定の基準のもとに事業認可を行う。1999年6 月には324 件の

申請があった。

（6 ）インフォーマルコミュニティ：アユタヤ市が認定したコミュニティ。土地の権利関係が不明瞭で住環境

上、都市整備上、あるいは行政上問題があるコミュニティを定義している。

（7 ）科研（基盤研究 平成H ～13年度 代表内田雄造）、日本都市計画学会研究分科会等の補助により、CODI

のサポートを受けつつ、インフォーマルコミュニティ、ネットワーク組織の参与観察調査を行っている。

（8 ）TatsuyaHataetal[GroupStudyonPeople'sParticipationandPreferenceforNewLocationinSlumRelocationProjectJAIT2000

（9 ）ネットワークについて、同様の試みが、EU の農村政策、LEADER （農村経済発展のための活動間の連携LiaisonsEntreActionsdeDevelopmentderEconomieRurale

）にみられる。LEADER は地域の内発的発

展を具体的な施策として展開しているが、そのプログラムには次の7 つの特性評価が盛り込まれている。

①地域的アプローチ、②ボトムアップアプローチ、③ローカルアクショングループの活動、④イノペーショ

ンヽ⑤活動間のリンケージ、⑥ネットワーキング、⑦ローカルアクショングループの財政管理能力の向上。LEADER

ぱ ーカルアクショングループの組織化とそのネットワーク化を通した連携により「地域資源

の活用」、「市場における価値の創造」などを実現し、地域の自立的な発展を促進することを目的としてい

る。特に上記のネットワーキングは、グループ間や行政、関係団体等で情報や経験をやりとりするため枠

組の形成を意味している。コミュニティを越えた情報の収集と普及により、知識の移転、共同生産、交流

の促進を促すことで、各コミュニティの活動の選択肢を広げるとともに、その有効性を高めることをねら

いとしている。農村と都市貧困層といった対象の相違はあるがUCDO のネットワーク施策には方法論的

に共通する点がみられる。「LEADER アプローチの付加価値の評価JLEADER 欧州事務局1996 年

（10）チX ン゙マイの旧Santitham フミュニティ（1999年9 月調査）は、強制撤去を受けた住民が。経済的条件等

により二つの新たな地区に分れて再定住している。一つは、NHA による事業で、敷地がリースホールドの

サイトアンドサーピス事業地区、いま一つはNHA がインフラを整備し、自己資金とUCDO の補助 により

土地を取得して、自力で住宅建設を行う地区である。二地区の間の物的な環境整備水準の差は明白であっ

た．Santithainはチェンフイ市中のイスラム寺院の所有地であった。30年前から居住がはじまり、125世帯、90

戸が居住していた。近年になって新たに寺院を建設する計画が持ち上がった。このため1995 年から強制
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撤去が始まり、1997年までには移住を完了しなければならなくなった。当時は適当な移住先が見つからず、

そのため組織的に運動することになった。こうした運動の成果としてNHA とUCDO が事業に乗りだ
す

ことになった。Evict される以前から居住者は資金を積み立てていた。しかし125 家族中、土地購入 の頭
金15,000

パーツを貯蓄できたのは約半数の60家族で、彼らはUCDO のローンを組むことが可能となり、BarnMaiNonaKraiLuang

地区に土地を取得して移住した。残りの65家族は、NHA のサイトアンドサービス

事業 により、約1 キロ離れたBarnMaiRamYan 地区へ移住することになった。
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Studyontheformationofcommunitynetworks

inlow-incomesettlementsinAyuthaya

ToshinobuFUJII,AnSANGKYUNG,

KazuoTAKAHASHI,BoonyongCHUNSUVIMOL

InThailand,UCDO(currentlyCODI,CommunityOrganizationDevelopment

Institute)wasestablishedin1992toimprovelivingconditionsandstrengthenthe

organizationalcapacityofurbancommunitiesthroughthepromotionofcommunity

savingsandcredits.Thispaperistoevaluatehousingandenvironmentalimprove-

meritprojectsthroughcommunitynetworksthatareCODI'sprimarydevelopment

strategy.Firstly,thepaperreviewsthewayinwhichCODIencourageandsupports

foreachsavinggroupandcommunitynetworks.Second,savingcommunity

networkinAyuthayacommunityimprovementisanalyzed.Thirdly,3housing

improvementprojectscarriedoutbythecommunitynetworksinAyuthayaCityare

evaluatedandcomparedwiththoseofNakornSawanCityasacasestudy.

Finally,basedontheanalysis,developmentmethodandprocessbycommunity

networksandtheirproblemsarediscussed.

Keywords:CODI,SlumandSquatters,CommunityNetworks,Savings

andCredits,PlanningProcess
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